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はじめに, 風力発電と太陽光のケースについて述べる｡ 図表１は太陽光と風力発電について
日本国内の状況を時代別に示したものである｡
まず    年以前から日本では, 電力会社や特に役所に ｢補助金｣ はあっても, ｢自然エネル
ギー政策｣ という考え方がなかった｡ そして    年から    年は, フィードインタリフと   
を巡る政治的な混乱の時代である｡ 風力発電の矢印が何度も折れ曲がっているのは, かなりの
混迷, つまり      な状況であったからである｡ 一方, 太陽光はそれとは無関係に, 低いプ
ロファイルで伸びた｡     年から    年は暗黒の時代である｡ 後述するが経済産業省内では
｢日本では自然エネルギーはいらない｡ 原子力があればいい｣ という言葉が平然とまかり通っ
ていたため, 太陽光が実際に減り始めたのである｡ 現在, グリーン・ニューディールと外では
言っているが, 中身はかなり不透明であり, この先もあまり期待できないと考える｡
次に世界の状況を見る｡ 図表２は, 風力発電, 太陽光, 原子力の単年度で見たネット (正味)
の増減を示している｡
風力発電は, 大幅な増加であり, 昨年は    万キロワット (  ギガワット) である｡ 太陽
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光は昨年, 約  ギガワット (    万キロワット) を越えた｡ 原子力は正味でむしろ減った｡
まさに分散型エネルギー革命が, 地球規模で起きていることがトレンドで確認できる｡
図表２には示されていないが, われわれが作成協力している     のレポート１) では, 再
生可能エネルギーへの投融資が, リーマンショックが起きるまでは毎年  ％成長し, リーマン
ショックが起きてからでも毎年  ％成長している｡     年頃はまだスケールからいって, ほぼ
ゼロに近いが, 昨年は約   億ドル (約  兆円) である｡ 世界に与える影響としては小さいが,




図表３は, 世界の国別の風力発電の状況で, 上から順に, アメリカ, ドイツ, それを追うよ
うに中国, スペイン, インド, デンマークと国旗が並んでいる｡ デンマークは    年から反環
境主義者の政権に代わったことで, 完全に滞った状態である｡ そして, 日本は極めて低いプロ
ファイルであり, 地をはった状態である｡
加えて日本は, 太陽光のマーケットが昨年まですっかり縮小していた (赤の縦棒)｡ しかし,    年の  月, ちょうど自民党政権が崩壊する陰で, 経済産業省が住宅用太陽光発電の余剰電
力のみの, 中途半端なフィードインタリフ政策２) を施行したことにより, 市場が  倍・  万
キロワットに伸びた｡ しかし, さらにその６倍以上・   万キロワットもの市場に成長してい






























に電力会社が社会的貢献を装った ｢グリーンクロス｣ (環境偽装) である｡ 当時, 太陽光や風
力というのは, 極めて小さな市場でほとんど無視できる程だった｡ 電力会社は高をくくり, 自
分達は社会的に自然エネルギーを普及しているのだというポーズを取るために, 彼らとしては
例外的な好条件のメニューを導入したのである｡
そして    年には, 経済産業省のなかで例外的に力のあった, ある官僚が, 大蔵省から２分
の１という高額の初期補助金をもぎ取った｡ これは, 翌年には３分の１, さらに翌年には４分
の１と, 段階的に下がっていく補助金としてデザインした｡
この二つの制度の導入は, ｢偶然の協働｣ として機能し, 日本に太陽光の初期市場をつくっ
たのである｡ これは, 後述する風力の初期市場の形成とは, 経緯が若干異なる｡ このように,
十分に考え抜かれた政策によってではなく, 全くの政治的偶然として, 日本に太陽光発電の初
期市場が生まれたのだ｡    年には, フィードインタリフを巡る政治論争が生じた｡ 私自身が法案のドラフトを書き,
国会議員に提案した｡ これは偶然にも,     年に成立したドイツの    (自然エネルギー促
進法) と全く同じスキームであった｡ この法案をもとに, 我々は国会議員に働きかけ, 超党派
の議員連盟が生まれた｡ 当時, 日本の国会における自然エネルギーの位置づけは, ｢左翼・環
境派・反原発｣ というトリプルマイノリティーであった｡ そのため, ｢左右のイデオロギーと
は関係ない・原子力推進／反対も関係ない・環境もいいが経済にこそ役立つ｣ と政治的なアジ
ェンダセッティングを位置付け直すことで, 政治的なトリプルマイノリティーからマジョリテ
ィーへの脱皮を試みた｡ 結果として, 与党から野党, 左派から右派まで幅広く国会議員の約半
分近くが参加するという超党派の議員連盟ができた｡
その法案は,     年には, ドイツの    (自然エネルギー促進法) と同じタイミングで成
立直前まですすんだが, 自民党だけが党内合意を得られないまま, 最後の最後に国会が解散に




風力発電は, 太陽光発電と同じ電力会社の ｢余剰電力購入メニュー｣ (自主的なネットメー
タリング) のころに, デンマークの風力発電を輸入に, 自治体の町興しのようなビジネスから
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３)                                                      を参照のこと
４) この辺りの経緯は, 飯田哲也 ｢歪められた自然エネルギー促進法｣ 環境社会学研究第８号 (    年  月) に詳しい｡
                                                               
始まった｡ その後,     年には電力会社が, 風力発電をこれまで行っていた電気料金を同じ値
段で買い取るということを内部で決定した｡ 日本で言うと  円／キロワット時ぐらいの価格で
ある｡ これは, その数年前に入ってきたデンマークやドイツの風力発電に競争力があるため,











そして,     年に前述の長期購入メニューを発表してわずか半年間で, 北海道電力 (全体で
５ギガワットの供給力のある電力会社) に約   メガワットの風力発電を系統連系の電力系統
への接続申請がどっと押し寄せた｡ そのことにより, 当時, 日本全体で風力発電がわずか５メ
ガから  メガ, つまり    キロワットか     キロワットしかなかったのが, 一気に  万キ
ロワットの申請が押し寄せることになり, 危機感を感じた北海道電力が    年の４月に自分達











ルギーの量が目標値を超えているのである｡ しかも ｢積立貯金｣ (バンキング) が認められて
おり, 余った分を翌年に回すため, 翌年にはさらに余ることになる｡ 日本の   法は自然エ
ネルギーの普及を促すとうよりも, 自然エネルギー普及を押しとどめる天井役でしかなかった｡
当時私は, まだ経済産業省の審議会委員であった｡ この   法の目標を議論したときに,
私以外の人間は全て ｢なんと野心的な目標だ｣ と皆, 口々に褒め称えたが,     年の日本の目
標値について ｢こんなに恥ずかしい目標はない｣ と言ったのはわずかに私だけである｡ 私は












そして, ｢風車には蓄電池が必要｣ といった, 電力会社の妄想のような言い訳がそのままま
かり通ったのである｡
何故このような無残な自然エネルギー政策に陥ったのであろうか｡ これは    年から    年
にかけて, 彼らは一時期, 政策決定に関するヘゲモニーが失われたからである｡ 二度とこんな
ことを起こしたくないため, 何とか ｢   ｣ という形で封じ込めて終わらせたかったのであ
る｡ その後担当者が入れ替わり, 後任の担当者は ｢当時, 自然エネルギー政策は大変なことが
あったらしい｡ この議論を再開すれば, 国会議員が騒ぎ出すし, 飯田哲也が騒ぎ出すし, メデ
ィアも騒ぎ出すので, あまりこれは表立った議論ができない｣ という空気が残る｡
さらに, もう一つは, 太陽光の補助金の打ち切りを決めたことにより世界一から転落をした
ことである８)｡ 世界一から転落をしたとなると, 与党や野党, 右派や左派が ｢何で日本は太陽



















年にあった｡ そしてその前年頃から ｢各省庁, 洞爺湖サミットをホストするのであれば何か手




























成したのが, 昨年の  月の中途半端な余剰だけ, 太陽光だけ, 家庭だけという極めて中途半端
なフィードインタリフ完成版の舞台裏である  )｡
その後, 民主党政権になり, 鳩山さんが  ％, キャップ・アンド・トレード, 環境税, フィ
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昨年, 颯爽と登場した鳩山政権の元で, 官邸に, 温暖化関係閣僚委員会,                     ができた  )｡ その下にタスクフォースができ, 私もその委員会に入った｡ しかし, な







｢あ, なんだ, お仲間じゃないか｣ ということで, 彼らはまず一安心した｡ そのあと, 彼らが
最後に仕込んだ, 二階大臣の前の自民党大臣の名前で打出した中途半端なフィードインタリフ,
これはまさに真っ向から民主党のマニフェストに反するものであった｡ これを民主党はそのま
ま自動的に成立させてしまい, ｢あ, これはかなり自由にできる｣ というふうに経済産業省は
安心をしてしまった｡ そして, 昔の顔ぶれのコミッテイメンバーで全量買取制度の委員会を立
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執している｡ 何故かというと専門家, 電力会社, 官僚政治家が知識や事実よりも妄想がそのま
ま通用する状況にあるからである｡
そして電力会社と原子力複合体が極めて政治的影響力が強い｡ 再生可能エネルギーの分散型
エネルギー革命において, この人達の地域独占とか政治独占, 市場独占が壊れる｡ これは非常
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                                                                
に強い既得権益である｡ もうひとつの既得権益は, 経済産業省がきちんと機能することよりも,
彼らが政策をコントロールするという, ヘゲモニーを維持するということにより監視をすると
いう状況である｡
自然エネルギーは高いという話し前述したが, この半年で,     年までに自然エネルギー   
％にしようというシナリオが続々と発表されている｡
また政治的なトラウマで, 日本と同じような状況になっているのがスェーデンの風力である｡
スェーデンは極めて強い原子力のトラウマが残っているのが統計でもはっきりと表われている｡
最後に日本についてである｡ 自然エネルギーが量的に足りるかという話しは前述したが, 一
万倍の太陽エネルギーが降り注いでいるので, 量的には生態系的に見ても全く問題ないと考え
る｡
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